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財務の状況
中間財務諸表
中間貸借対照表 （単位：百万円） 中間損益計算書 （単位：百万円）

科 目 2019年度中間期
2019年9月30日

2020年度中間期
2020年9月30日

【資産の部】
現 金 預 け 金 537,956 912,134
商 品 有 価 証 券 451 374
金 銭 の 信 託 7,022 7,016
有 価 証 券 1,281,574 1,450,738
貸 出 金 4,334,503 4,452,554
外 国 為 替 7,801 29,738
そ の 他 資 産 69,361 69,081
そ の 他 の 資 産 69,361 69,081
有 形 固 定 資 産 58,217 56,922
無 形 固 定 資 産 6,410 5,464
前 払 年 金 費 用 4,749 5,726
支 払 承 諾 見 返 17,040 15,838
貸 倒 引 当 金 △21,797 △23,193
資 産 の 部 合 計 6,303,291 6,982,396

（単位：百万円）

科 目 2019年度中間期
2019年9月30日

2020年度中間期
2020年9月30日

【負債の部】
預 金 5,566,757 5,953,732
譲 渡 性 預 金 68,250 50,800
売 現 先 勘 定 169,301 126,621
借 用 金 78,849 430,572
外 国 為 替 1,638 1,162
そ の 他 負 債 18,022 19,463
未 払 法 人 税 等 2,260 3,655
資 産 除 去 債 務 217 206
そ の 他 の 負 債 15,544 15,601
賞 与 引 当 金 1,215 1,151
退 職 給 付 引 当 金 6,172 6,134
睡眠預金払戻損失引当金 526 449
偶 発 損 失 引 当 金 716 688
繰 延 税 金 負 債 17,655 14,841
再評価に係る繰延税金負債 7,126 7,083
支 払 承 諾 17,040 15,838
負 債 の 部 合 計 5,953,274 6,628,539
【純資産の部】
資 本 金 36,839 36,839
資 本 剰 余 金 47,829 47,828
資 本 準 備 金 47,815 47,815
その他資本剰余金 14 13
利 益 剰 余 金 192,474 203,310
利 益 準 備 金 20,154 20,154
その他利益剰余金 172,319 183,156
固定資産圧縮積立金 0 0
別 途 積 立 金 162,700 172,700
繰越利益剰余金 9,619 10,455

自 己 株 式 △1,559 △1,537
株 主 資 本 合 計 275,583 286,441
その他有価証券評価差額金 60,258 53,263
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― △33
土地再評価差額金 14,026 14,024
評価・換算差額等合計 74,285 67,254
新 株 予 約 権 149 161
純 資 産 の 部 合 計 350,017 353,856
負債及び純資産の部合計 6,303,291 6,982,396

科 目 2019年度中間期 2020年度中間期
( 2019年4月1日から
2019年9月30日まで ) ( 2020年4月1日から

2020年9月30日まで )

経 常 収 益 37,671 39,533

資 金 運 用 収 益 28,491 25,891

（うち貸出金利息） 19,622 19,360

（うち有価証券利息配当金） 8,665 6,337

役務取引等収益 7,893 7,255

その他業務収益 863 2,955

その他経常収益 424 3,430

経 常 費 用 28,503 28,236

資 金 調 達 費 用 1,709 344

（うち預金利息） 359 231

役務取引等費用 2,579 2,754

その他業務費用 969 1,132

営 業 経 費 21,367 20,525

その他経常費用 1,876 3,480

経 常 利 益 9,168 11,296

特 別 利 益 1 ―

特 別 損 失 24 134

税引前中間純利益 9,144 11,162

法人税、住民税及び事業税 2,498 3,696

法 人 税 等 調 整 額 143 △127

法 人 税 等 合 計 2,641 3,568

中 間 純 利 益 6,503 7,593
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中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 36,839 47,815 13 47,828 20,154 0 162,700 14,643 197,498
当 中 間 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 ―
別途積立金の積立 10,000 △10,000 ―
剰 余 金 の 配 当 △1,681 △1,681
中 間 純 利 益 7,593 7,593
自己株式の取得
自己株式の処分 △0 △0
土地再評価差額金の取崩 △99 △99
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）
当中間期変動額合計 ― ― △0 △0 ― △0 10,000 △4,187 5,812
当 中 間 期 末 残 高 36,839 47,815 13 47,828 20,154 0 172,700 10,455 203,310

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,553 280,612 39,799 △174 13,925 53,550 160 334,323
当 中 間 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
別途積立金の積立 ―
剰 余 金 の 配 当 △1,681 △1,681
中 間 純 利 益 7,593 7,593
自己株式の取得 △0 △0 △0
自己株式の処分 17 17 17
土地再評価差額金の取崩 △99 △99
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 13,464 140 99 13,703 0 13,704
当中間期変動額合計 16 5,828 13,464 140 99 13,703 0 19,533
当 中 間 期 末 残 高 △1,537 286,441 53,263 △33 14,024 67,254 161 353,856

（単位：百万円）2020年度中間期(2020年4月1日から2020年9月30日まで)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 36,839 47,815 12 47,827 20,154 0 154,700 12,414 187,270
当 中 間 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 ―
別途積立金の積立 8,000 △8,000 ―
剰 余 金 の 配 当 △1,307 △1,307
中 間 純 利 益 6,503 6,503
自 己株式の取得
自己株式の処分 1 1
土地再評価差額金の取崩 8 8
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）
当中間期変動額合計 ― ― 1 1 ― △0 8,000 △2,795 5,204
当 中 間 期 末 残 高 36,839 47,815 14 47,829 20,154 0 162,700 9,619 192,474

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計その他有価証券評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △1,585 270,351 53,470 14,035 67,505 159 338,017
当 中 間 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
別途積立金の積立 ―
剰 余 金 の 配 当 △1,307 △1,307
中 間 純 利 益 6,503 6,503
自 己株式の取得 △1 △1 △1
自己株式の処分 27 29 29
土地再評価差額金の取崩 8 8
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 6,788 △8 6,779 △10 6,768
当中間期変動額合計 25 5,231 6,788 △8 6,779 △10 12,000
当 中 間 期 末 残 高 △1,559 275,583 60,258 14,026 74,285 149 350,017

（単位：百万円）2019年度中間期(2019年4月1日から2019年9月30日まで)

当行は金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、四半期報告書に記載された中間財務諸表について、有限責任監査法人ト
ーマツの監査を受けております。
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財務の状況
注記事項（2020年度中間期）
（重要な会計方針）
1.　商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法に

より算定）により行っております。
2.　有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動
平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については原
則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原
価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握すること
が極めて困難と認められるものについては移動平均法によ
る原価法により行っております。

	 　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資
産直入法により処理しております。

（2）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の
評価は、運用目的の金銭の信託については時価法、その他
の金銭の信託については上記（1）のうちのその他有価証
券と同じ方法により行っております。

3.　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っておりま

す。
4.　固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産
	 	 有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価
償却費見積額を期間により按分し計上しております。

	 	 また、主な耐用年数は次のとおりであります。
	 	 建物：15年~50年
	 	 その他：4年~20年
（2）無形固定資産
			 無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可
能期間（5年）に基づいて償却しております。

5.　引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
	 	 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、
次のとおり計上しております。

	 	「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び
貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協
会銀行等監査特別委員会報告第4号2020年10月8日。以下、
「銀行等監査特別委員会報告第4号」という。）に規定する
正常先債権及び要注意先債権に相当する債権のうち、銀行
等監査特別委員会報告第4号に規定する要管理先債権につ
いては今後3年間の予想損失額、その他の債権については
今後1年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損
失額は、3年間又は1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績
率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め
て算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権につ
いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による
回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額
を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相
当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上し
ております。

	 	 また、破綻懸念先及び要注意先で、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残
額が一定額以上の債務者のうち、債権の元本の回収及び利
息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もる
ことができる債権については、当該キャッシュ・フローを
当初の約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との
差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）

により計上しております。
	 	 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき営業関連
部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産査定
管理部署が査定結果を検証のうえ内部監査部署が監査を実
施しております。
（追加情報）
	 	 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済への影
響は、当事業年度末にかけて緩やかに収束するものと想定
し、債務者によってその程度は異なるものの、当該想定の
範囲で当行の貸出金等の信用リスクに影響があるとの仮定
に基づいて、債務者区分を判定し貸倒引当金を計上してお
ります。なお、当該仮定については、前事業年度の有価証
券報告書における「貸倒引当金の計上基準」の（追加情報）
に記載した内容から重要な変更はありません。また、当該
仮定は不確実であり、新型コロナウイルス感染状況やその
経済への影響が変化した場合には、損失額が増減する可能
性があります。

（2）賞与引当金
	 	 賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、
従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間
に帰属する額を計上しております。

（3）退職給付引当金
	 	 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら
れる額を計上しております。また、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に
帰属させる方法については給付算定式基準によっておりま
す。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理
方法は次のとおりであります。

	 	 過去勤務費用：	その発生時の従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（3年）による定額法に
より費用処理

	 	 数理計算上の差異：	各事業年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌事業年度から費用
処理

（追加情報）
	 	 当行は、2020年10月1日付で、確定給付型企業年金制
度について給付利率の引下げ等の改訂を実施しておりま
す。また、改訂に伴う規程、規約の変更の周知を2020年7
月10日付で実施しております。

	 	 改訂に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移
行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号
2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計
処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第2号2007
年2月7日）を適用しております。

	 	 これに伴い、過去勤務費用（退職給付債務の減額）が
4,408百万円発生し、2020年7月より費用処理（費用の減
額）を行っております。

（4）睡眠預金払戻損失引当金
	 	 睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計
上を行った預金の預金者からの払戻請求に備えるため、過
去の払戻実績等に基づく将来の払戻損失見込額を計上して
おります。

（5）	偶発損失引当金
	 	 偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以
外の偶発事象に対し、将来発生する可能性のある損失を見
積り、必要と認められる額を計上しております。
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6.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算
額を付しております。
7.　ヘッジ会計の方法
　金利リスク・ヘッジ
　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第24号2002年2月13日）に規定する繰延ヘッ
ジによっております。
　ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する
ヘッジについて、ヘッジ対象となる有価証券等とヘッジ手段
である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルー
ピングのうえ特定し評価しております。
8.　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理
	 	 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去
勤務費用の会計処理の方法は、中間連結財務諸表における
会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
	 	 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の
会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資
産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計
上しております。

（中間貸借対照表関係）
1.		 関係会社の株式又は出資金の総額
	 	 株式	 15,708百万円
	 	 出資金	 782百万円
2.		 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付け
ている有価証券が、「有価証券」中の国債に含まれており
ますが、その金額は次のとおりであります。

	 60,684百万円
3.		 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおり
であります。

	 	 破綻先債権額	 2,376百万円
	 	 延滞債権額	 62,072百万円
	 	 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相
当期間継続していることその他の事由により元本又は利息
の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計
上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下
「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行
令（1965年政令第97号）第96条第1項第3号イからホま
でに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。

	 	 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、
破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり
ます。

4.		 貸出金のうち3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであり
ます。

	 	 3ヵ月以上延滞債権額	 141百万円
	 	 なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、
約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻
先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

5.		 貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりでありま
す。

	 	 貸出条件緩和債権額	 2,835百万円
	 	 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな
る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ
月以上延滞債権に該当しないものであります。

6.		 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び
貸出条件緩和債権額の合計額は次のとおりであります。

	 	 合計額	 67,425百万円
	 	 なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除
前の金額であります。

7.		 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に
関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号2002年2月13日）に基づき
金融取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保とい
う方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その
額面金額は次のとおりであります。

	 12,233百万円
8.		 担保に供している資産は次のとおりであります。
	 	 担保に供している資産	 	 	 	
	 	 　有価証券	 631,334百万円
	 	 　その他の資産	 62百万円
	 	 　　　　　　　計	 631,396百万円
	 	 担保資産に対応する債務
	 	 　預金	 89,077百万円
	 	 　売現先勘定	 126,621百万円
	 	 　借用金	 430,572百万円
	 	 上記のほか、その他の資産には、先物取引差入証拠金、
金融商品等差入担保金、保証金及び中央清算機関差入証拠金
が含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。

	 	 先物取引差入証拠金	 400百万円
	 	 金融商品等差入担保金	 352百万円
	 	 保証金	 1,604百万円
	 	 中央清算機関差入証拠金	 51,849百万円
9.		 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契
約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約
上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。

	 	 融資未実行残高	 1,354,473百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
（又は任意の時期に無条件で取消
可能なもの）

1,316,903百万円

	 	 上記融資未実行残高のうち総合口座取引に係る融資未実
行残高は次のとおりであります。
うち総合口座取引に係る
融資未実行残高 569,826百万円

	 	 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了す
るものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当
行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約
時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基
づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。

10.		「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商
品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額

	 57,747百万円
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（中間損益計算書関係）
1.		 その他経常収益には、次のものを含んでおります。
	 	 株式等売却益	 2,903百万円
2.		 減価償却実施額は次のとおりであります。
	 	 有形固定資産	 706百万円
	 	 無形固定資産	 642百万円
3.		 その他経常費用には、次のものを含んでおります。
	 	 貸倒引当金繰入額	 2,543百万円

（有価証券関係）
　子会社株式及び関連会社株式

（単位：百万円）
中間貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 ― ― ―
関連会社株式 ― ― ―

合計 ― ― ―
	 	（注）	時価を把握することが極めて困難と認められる子会

社株式及び関連会社株式の中間貸借対照表計上額
（単位：百万円）

子会社株式及び出資金 16,485
関係会社株式 ―

合計 16,485

これらについては、市場価格がなく、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるものであります。

（企業結合等関係）
　「中間連結財務諸表」の「（企業結合等関係）」における記載
内容と同一であるため、記載しておりません。
（重要な後発事象）
　該当事項はありません。
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資本・株式等
資本金・発行済株式総数の推移

2018年度中間期末 2018年度末 2019年度中間期末 2019年度末 2020年度中間期末
資 本 金（百万円） 36,839 36,839 36,839 36,839 36,839
発行済株式総数（千株） 37,924 37,924 37,924 37,924 37,924

大株主（上位10名） （2020年度中間期末現在）

株　主　名 所有株式数 発行済株式（自己株式を除く。）の
総数に対する所有株式数の割合

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行（ 信 託 口 ） 2,319千株 6.20％
株式会社日本カストディ銀行（信託口９） 1,383 3.70
十 六 銀 行 従 業 員 持 株 会 1,138 3.04
S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 1,095 2.93
株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,019 2.72
フ ジ パ ン グ ル ー プ 本 社 株 式 会 社 959 2.56
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 925 2.47
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 910 2.43
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 863 2.31
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 592 1.58

計 11,207 29.98

（各期末現在）従業員の状況

（注）	1．	嘱託、臨時職員および海外の現地採用者は、上記人員には含まれておりません。
	 2．	平均給与月額は、期末月の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与は含んでおりません。

2018年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2018年度 2019年度
人 員 3,129人 2,932人 2,795人 2,987人 2,813人
平 均 年 齢 40才10か月 41才7か月 42才6か月 41才5か月 42才1か月
平 均 勤 続 年 数 17年11か月 18年8か月 19年2か月 18年6か月 19年2か月
平 均 給 与 月 額 383千円 386千円 384千円 379千円 383千円

（2020年度中間期末現在）

株式の状況（1単元の株式数100株）
単元未満株式の

状況政府および
地方公共団体

金融
機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他 計

個人以外 個人
株主数（人） ━ 42 27 1,294 159 2 13,131 14,655 ━
所有株式数（単元） ━ 122,646 13,193 111,602 38,366 27 90,152 375,986 325,534株
割合（％） ━ 32.62 3.51 29.68 10.20 0.01 23.98 100.00 ━

株式の所有者別状況
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主要な経営指標等

各種指標等
（単位：百万円）

（注）	1.	消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
	 2.	 	2018年度まで「その他経常収益」に計上しておりました保険の受取配当金の一部については、2019年度中間期より「役務取引等費用」及

び「営業経費」に計上しており、2018年度中間期及び2018年度の計数の組替えを行っております。
	 3.	2019年度の１株当たり配当額80円には、特別配当10円を含んでおります。
	 4.	自己資本比率は、（（中間）期末純資産の部合計－（中間）期末新株予約権）を（中間）期末資産の部の合計で除して算出しております。
	 5.	 	単体自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、

国内基準を採用しております。

2018年度中間期 2019年度中間期 2020年度中間期 2018年度 2019年度
経 常 収 益 37,430 37,671 39,533 76,551 76,672
経 常 利 益 7,251 9,168 11,296 14,606 18,508
中 間 純 利 益 5,227 6,503 7,593
当 期 純 利 益 9,977 12,733
純 資 産 334,207 350,017 353,856 338,017 334,323
総 資 産 6,243,573 6,303,291 6,982,396 6,317,155 6,421,725
預 金 残 高 5,526,077 5,566,757 5,953,732 5,504,225 5,625,738
貸 出 金 残 高 4,327,947 4,334,503 4,452,554 4,332,778 4,376,759
有 価 証 券 残 高 1,389,745 1,281,574 1,450,738 1,350,520 1,262,956
1 株 当 た り 配 当 額 35.00円 35.00円 35.00円 70.00円 80.00円
自 己 資 本 比 率 5.3％ 5.5％ 5.0％ 5.3％ 5.2％
単 体 自 己 資 本 比 率
（ 国 内 基 準 ） 8.50％ 8.59％ 9.05％ 8.49％ 8.71％
従 業 員 数
（外、平均臨時従業員数）

2,603人 2,374人 2,257人 2,480人 2,263人
（736） （707） （658） （728） （693）

預貸率、預証率 （単位：%）

（注）	預金には譲渡性預金を含んでおります。

リスク管理債権 （単位：百万円） 利益率 （単位：％）

（注）1.	総資産経常（中間純）利益率＝　　　　　　　　　　　　	×	　　　×100

	 2.	自己資本経常（中間純）利益率＝　　　　　　　　　　　　	×	　　　×100経常（中間純）利益
純資産勘定（除く新株予約権）平均残高

経常（中間純）利益
総資産（除く支払承諾見返）平均残高

365
期中日数

365
期中日数

2019年度中間期末 2020年度中間期末
破 綻 先 債 権 額 3,184 2,376
延 滞 債 権 額 58,500 62,072
3ヵ月以上延滞債権額 213 141
貸出条件緩和債権額 1,992 2,835
合 計 63,891 67,425

2019年度中間期 2020年度中間期
総資産経常利益率 0.29 0.33
自己資本経常利益率 6.35 7.55
総資産中間純利益率 0.20 0.22
自己資本中間純利益率 4.50 5.07

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

預貸率
期 末 76.60 132.52 76.92 73.97 109.78 74.15
期中平均 76.45 143.26 76.79 74.43 126.21 74.69

預証率
期 末 18.00 867.87 22.74 20.31 776.07 24.16
期中平均 18.50 919.17 23.19 18.41 820.57 22.48
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国内・国際業務部門別粗利益 （単位：百万円）

（注）	1.	国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店
の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、
特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めておりま
す。

	 2.	業務粗利益率＝　　　　　　　　　　×　　　　		×100業務粗利益
資金運用勘定平均残高 業務純益

資金利益・役務取引等利益・その他業務利益の合計から、
経費・一般貸倒引当金繰入額を控除したものです。

実質業務純益
業務純益から、一般貸倒引当金繰入額を控除したものです。

コア業務純益
業務純益から、一般貸倒引当金繰入額・国債等債券損益を
控除したものです。

コア業務純益（投資信託解約損益を除く）
コア業務純益から、投資信託解約損益を控除したものです。

●用語説明

損益の状況

365
期中日数

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

資 金 運 用 収 支 24,717 2,064 26,781 23,451 2,095 25,547

役務取引等収支 5,257 56 5,313 4,456 44 4,500

その他業務収支 △154 48 △106 △664 2,488 1,823

業 務 粗 利 益 29,820 2,168 31,988 27,243 4,628 31,871

業 務 粗 利 益 率 1.05％ 1.35％ 1.09％ 0.93％ 3.14％ 1.05％

業務純益 （単位：百万円）

2019年度中間期 2020年度中間期

業 務 純 益 10,534 10,725

実質業務純益 10,517 11,140

コア業務純益 10,661 9,735

コア業務純益（投資信託解約損益を除く） 10,514 9,451

利回り、利鞘 （単位：%）

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

資金運用利回り 0.88 2.17 0.97 0.81 1.51 0.85

資 金 調 達 原 価 0.74 1.23 0.77 0.66 0.46 0.66

総 資 金 利 鞘 0.14 0.94 0.20 0.15 1.05 0.19

資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り （単位：百万円）

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
平 均 残 高 利 息 利 回 り 平 均 残 高 利 息 利 回 り

国
内
業
務
部
門

資金運用勘定 5,623,771 25,023 0.88％ 5,822,645 23,668 0.81％

うち貸出金 4,261,669 19,115 0.89％ 4,370,906 19,087 0.87％

うち有価証券 1,031,352 5,738 1.10％ 1,081,309 4,400 0.81％

資金調達勘定 5,708,004 305 0.01％ 6,120,105 216 0.00％

う ち 預 金 5,497,198 287 0.01％ 5,811,005 184 0.00％

うち譲渡性預金 77,117 8 0.02％ 61,272 4 0.01％

国
際
業
務
部
門

資金運用勘定 318,601 3,477 2.17％ 293,500 2,226 1.51％

うち貸出金 41,820 507 2.42％ 37,820 273 1.44％

うち有価証券 268,306 2,924 2.17％ 245,893 1,936 1.57％

資金調達勘定 322,041 1,413 0.87％ 297,163 130 0.08％

う ち 預 金 29,189 72 0.49％ 29,965 46 0.30％

うち譲渡性預金 ─ ─ ─ ━ ━ ━
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受取・支払利息の増減 （単位：百万円）

役務取引の状況 （単位：百万円）

営業経費の内訳その他業務利益の内訳 （単位：百万円） （単位：百万円）

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
残高による増減 利率による増減 純増減 残高による増減 利率による増減 純増減

国
内
業
務
部
門

受 取 利 息 202 1,192 1,395 864 △2,219 △1,354

うち貸出金 324 △531 △207 487 △515 △27

うち有価証券 △109 1,725 1,615 266 △1,604 △1,338

支 払 利 息 11 △198 △187 16 △105 △89

う ち 預 金 3 △188 △185 14 △117 △102

うち譲渡性預金 0 △1 △1 △1 △2 △3

国
際
業
務
部
門

受 取 利 息 448 △385 63 △256 △994 △1,250

うち貸出金 △35 54 19 △44 △189 △234

うち有価証券 520 △474 46 △228 △760 △988

支 払 利 息 196 △261 △64 △101 △1,181 △1,282

う ち 預 金 △10 △11 △22 1 △27 △25

うち譲渡性預金 ─ ─ ─ ━ ━ ━

2 0 1 9 年 度 中 間 期 2 0 2 0 年 度 中 間 期
国内業務部門 国際業務部門 合 計 国内業務部門 国際業務部門 合 計

役務取引等収益 7,741 151 7,893 7,128 127 7,255

うち預金・貸出業務 1,388 3 1,391 1,481 2 1,483

う ち 為 替 業 務 2,208 131 2,340 2,156 112 2,268

うち証券関連業務 952 ─ 952 856 ━ 856

役務取引等費用 2,483 95 2,579 2,672 82 2,754

う ち 為 替 業 務 401 41 442 376 34 411

2019年度中間期 2020年度中間期
国 内 業 務 部 門 △154 △664
うち商品有価証券売買損益 △4 △1
うち国債等債券関係損益 △151 △778
うち金融派生商品損益 0 115
う ち そ の 他 ─ ━
国 際 業 務 部 門 48 2,488
うち外国為替売買損益 338 543
うち国債等債券関係損益 7 2,183
うち金融派生商品損益 △297 △238
う ち そ の 他 ─ ━
合 計 △106 1,823

2019年度中間期 2020年度中間期
給 料 ・ 手 当 8,831 8,211
退 職 給 付 費 用 473 211
福 利 厚 生 費 91 415
減 価 償 却 費 1,522 1,363
土地建物機械賃借料 776 786
営 繕 費 45 42
消 耗 品 費 196 208
給 水 光 熱 費 199 184
旅 費 29 8
通 信 費 379 390
広 告 宣 伝 費 296 257
諸会費・寄付金・交際費 217 203
租 税 公 課 1,478 1,544
そ の 他 6,829 6,696
合 計 21,367 20,525
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